
【事業概要】

（ 審議会からの指摘事項等を、市の施策にどのようにフィードバックさせるか。

（
通常は現状の年間４回開催にて問題ないと思われるが、行動計画の改定等の重要審議が生じる
年度については、開催回数や開催形態等について、検討の余地があると思われる。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

審議会を４回実施し、第３次行動計画の推進状況、小金井市配偶者暴力対策基本計画等を審議
した。その他、男女共同参画推進施策について審議を行った。

）

男女共同参画施策を総合的かつ計画的に推進するため

市長が委嘱する委員（10人以内。内訳は、公募による市民５人以内および学識経験者５人以内）

市長の附属機関として、小金井市男女平等推進審議会を設置。審議会は、男女共同参画施策について
調査、企画、立案等を行い、市長に意見を述べることができるほか、市長の諮問に応じ、行動計画の評
価、改定その他男女平等社会の推進に関する重要事項について調査及び審議を行い、市長に答申す
る。また必要に応じて男女平等社会の形成に関して、市長に意見を述べることができる。

男女共同参画

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

審議会を年４回行い、男女共同参画施策について審議した。

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

第３次行動計画「個性が輝く小
金井男女平等プラン」の推進

計画の推進

レベル1（柱） レベル2（施策）

豊かな人間性をはぐくむふれ
あいのあるまち（文化と教
育）

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　■法律　■条例　□規則・規程・要綱　□なし　）

男女共同参画社会基本法、東京都男女平等参画基本条例、小金井市男女平等
基本条例

担 当 部 企画財政部 担 当 課 企画政策課 担 当 課 長

実 施 形 態 □全部直営　　■一部委託（□公共的団体　■民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

165事 務 事 業 名 男女平等推進審議会運営事業

共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

　男女平等社会の実現をめざし、庁内の男女共同参画施策の推進を図る。 ）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　□行っている（具体的内容を下欄に記入）　■行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

種 別 ■ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　□内部管理　□その他

西田　剛

□環境関連　　■男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連

）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等
■あり→
□なし

（

第３次行動計画「個性が輝く小金井男女平等プラン」は、庁内の各施策における男女共同参画の
推進を位置付けたものであるが、各ジャンルの行政課題にはそれぞれの計画があるため、優先
的課題の認識が一致するとは限らない。また予算等の裏付けもあり、実現性については各施策
の主管課が判断するべきであるため。

）

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　□ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　□庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　■ない（行わない理由を下欄に記入）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率

純支出額　C(A-B) 5,254,186 5,078,393 4,919,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

市民１人当たりコスト　(C/人口) 47.199 45.416 43.425

0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

5,254,186 5,078,393 4,919,000

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0 0

一般職員人件費 4,692,000 4,539,000 4,335,000

一般職員工数(人/年) 0.510 0.510 0.510

0

決算額 562,186 539,393

4,692,000 4,539,000 4,335,000

92.36%96.10%

平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

562,186 539,393

当初予算額 585,000 584,000 584,000

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度

指
標
１

活
動
量

開催回数 回 目標値

成
果

名称

説明

4 4 4

審議会の開催回数 実績値 5 4

目標値

実績値

実績値指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

活動量 　■拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　■拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

小金井市男女平等基本条例にもとづき、市長の附属機関である男女平等推進審議会を設け、庁内の各種施策の審議を行って
いる。行動計画の推進状況については、毎年結果を公表しているが、この集計結果についても審議を行うなど、庁内施策の
チェック機構としての機能を果たしている。男女共同参画施策に審議会から定期的に審議を受ける事は有意義かつ必須である
と思われる。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

名称

説明

目標値

0

名称

説明

名称

説明



【第２次評価】（他課の管理職者による評価）

【第３次評価】（庁内部長職者で構成する行政評価会議による評価）

平成２３年度事務事業評価シート③　（評価対象：平成２２年度事業）

１ 次 評 価 及 び ヒ ア リ ン グ を 踏 ま え た ２ 次 評 価

予　算 　□拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□廃止

　■拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　■拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□廃止

１ 次 評 価 及 び ２ 次 評 価 を 踏 ま え た ３ 次 評 価

　男女共同参画施策の中で、男女平等推進審議会は庁内施策のチェック機構としても、大変重要な役割であると考える。
　　審議会からの指摘事項等を市の施策にフィードバックした割合等、審議会開催回数以外の指標があることで、成果がわかり
やすくなると考える。質的な部分をはかる指標を今後も検討してほしい。
　来年度は行動計画の見直しを行うとのことから、男女平等推進審議会の意見を取り入れながら作成をしていいくことが望まれ
る。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化



【事業概要】

（ 女性の登用割合について、評価基準がない。

（ 概ね１年に１回開催しているが、現状に特に問題はないと考えられる。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

地方自治法（第180条の５）に基づく委員会等における登用状況は変化なし。地方自治法(第202
条の３）と要綱を根拠に設置された委員会では女性の割合の数値が増加している。

）

市政へ男女双方がバランスよく参画し、意見が平等に反映されるよう、女性の参画の比率を高める。

男女共同参画施策を推進するため、行政内部に設置された「男女共同参画施策推進行政連絡会議」を
組織する、各部の庶務担当課長職者及び男女共同参画施策関連課長職者

「男女共同参画施策推進行政連絡会議」を通して、各課が所管する各種審議会等への女性委員の登用
を促進する。

男女共同参画

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

年１回開催する男女共同参画施策推進行政連絡会議で審議会等の女性登用促進の必要性につ
いて、庁内への啓発を行った。

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　□目標がある（具体的内容を下欄に記入）　■目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

第３次行動計画「個性が輝く小
金井男女平等プラン」の推進

あらゆる分野への男女共同参画
の推進

レベル1（柱） レベル2（施策）

豊かな人間性をはぐくむふれ
あいのあるまち（文化と教
育）

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　□条例　□規則・規程・要綱　■なし　）

男女共同参画社会基本法、東京都男女平等参画基本条例、小金井市男女平等
基本条例

担 当 部 企画財政部 担 当 課 企画政策課 担 当 課 長

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

166事 務 事 業 名 審議会委員等への女性登用促進事業

共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

目標値について、男女平等推進審議会等で特に検討がなされていない。 ）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　□行っている（具体的内容を下欄に記入）　■行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

種 別 ■ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　□内部管理　□その他

西田　剛

□環境関連　　■男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連

）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等
■あり→
□なし

（

次回改定の第3次行動計画「個性が輝く小金井男女平等プラン」で、基準を設けるべきか審議会
等にも諮り、定めて行く予定である。

）

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　■その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率

純支出額　C(A-B) 92,000 89,000 85,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

市民１人当たりコスト　(C/人口) 0.826 0.796 0.750

0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

92,000 89,000 85,000

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0 0

一般職員人件費 92,000 89,000 85,000

一般職員工数(人/年) 0.010 0.010 0.010

0

決算額 0 0

92,000 89,000 85,000

#DIV/0!#DIV/0!

平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

0 0

当初予算額 0 0 0

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度

指
標
１

活
動
量

男女共同参画施策推進行政連絡会議の開催回
数

回 目標値

成
果

名称

説明

1 1 1

実績値 0 1

目標値

実績値

実績値指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

審議会等のバランスの取れた委員構成を図っているが、登用率に大きな変動なく推移している状況である。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

名称

説明

目標値

0

名称

説明

名称

説明



【事業概要】

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　□市民協働　■外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

稼働率の向上・利用者拡大のため、更なる広報に努めたい。 ）

■あり→
□なし

（ ）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等

種 別 ■ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　□内部管理　□その他

西田　剛

□環境関連　　■男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

年間40回（120時間）女性総合相談を実施し、カウンセラーが市民の悩みをともに考え、課題解決
の方向性を見出す。

）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　□行っている（具体的内容を下欄に記入）　■行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

167事 務 事 業 名 女性総合相談事業

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　□条例　■規則・規程・要綱　□なし　）

男女共同参画社会基本法、東京都男女平等参画基本条例、小金井市男女平等
基本条例

担 当 部 企画財政部 担 当 課 企画政策課 担 当 課 長

実 施 形 態 □全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　■全部委託（□公共的団体　■民間）

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

第３次行動計画「個性が輝く小
金井男女平等プラン」の推進

生涯を通じた男女の心身の健康
支援と生活基盤の確立

レベル1（柱） レベル2（施策）

豊かな人間性をはぐくむふれ
あいのあるまち（文化と教
育）

行動計画に基づき、女性問題解決に向けて総合相談を行う。

生活を営む中で、直面しているさまざまな悩みを持つ市民

女性が生活を営む中で直面しているさまざまな悩みについて、気軽に相談できる場を提供し、適切な助
言を行うことによって方向が見いだせるよう援助する。

男女共同参画

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

年間40回開催し、計81件の相談を受けた。事業効果について数値的に評価しづらい面もあるが、
繰り返し相談に訪れている者が多い等、一定の効果は表れていると思われる。

（ 開催日が予め決まっている（年間40回。金曜日）が、他の曜日の開催も希望する意見がある。

（ 年間40回の開催が定着している。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

上記のとおり、年間40回開催し、計81件の相談を受けた。 ）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

名称

説明

名称

説明

名称

説明

目標値

0再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

予約制をとっており稼働率は、平成22年度は67.5％であった。継続して訪れる利用者が多いことなどから、市民にとって貴重な
相談の場として機能していると思われる。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

実績値指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

目標値

実績値

120 120 120

年間40回（金曜日）、1回につき3時間（3人分）開催。 実績値 77 81指
標
１

活
動
量

女性総合相談の利用件数 回 目標値

成
果

名称

説明

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

600,008 632,704

当初予算額 673,390 673,254 673,254

決算額 600,008 632,704

276,000 267,000 255,000

93.98%89.10%

0

一般職員人件費 276,000 267,000 255,000

一般職員工数(人/年) 0.030 0.030 0.030

0

876,008 899,704 928,254

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

市民１人当たりコスト　(C/人口) 7.869 8.046 8.195

0 0 0

純支出額　C(A-B) 876,008 899,704 928,254

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率



【事業概要】

（ 「かたらい」の認知度が低い。編集委員への応募が少ない。

（
「かたらい」は昭和63年度に創刊され、当初は市職員が作成していたが、市民協働の推進のため
平成12年度より公募による市民編集委員制度を導入した。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

かたらい32号発行　平成22年12月　発行部数3,000部　特集「選択的夫婦別姓について」
かたらい33号発行　平成23年3月　　発行部数3,000部　特集「イクメン」

）

市民の視点から、市民が関心を持ち、理解を深めていけるような情報を掲載し、男女共同参画施策の推
進について理解を促す。

男女平等・男女共同参画に、何らかの興味を示した市民及びさらに意識を高めたい市民

公募による市民編集委員と共に企画・編集等の協働を行い、男女平等情報誌「かたらい」を発行する。

男女共同参画

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

予定通り年間２号発行し、男女平等意識の情報発信を行った。

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

第３次行動計画「個性が輝く小
金井男女平等プラン」の推進

人権尊重と男女平等の意識づく
り

レベル1（柱） レベル2（施策）

豊かな人間性をはぐくむふれ
あいのあるまち（文化と教
育）

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　□条例　□規則・規程・要綱　■なし　）

男女共同参画社会基本法・東京都男女平等参画基本条例・小金井市男女平等基
本条例

担 当 部 企画財政部 担 当 課 企画政策課 担 当 課 長

実 施 形 態 □全部直営　　■一部委託（□公共的団体　■民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

168.2事 務 事 業 名 情報誌「かたらい」の発行事業

共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

年間に２号発行し、男女平等について広く情報発信を行う。 ）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　■行っている（具体的内容を下欄に記入）　□行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

種 別 ■ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　□内部管理　□その他

西田　剛

□環境関連　　■男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連

）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等
■あり→
□なし

（

認知度向上のため、インターネットの活用など更なる広報に努めたい。 ）

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率

純支出額　C(A-B) 3,710,627 3,611,091 3,928,510

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

市民１人当たりコスト　(C/人口) 33.333 32.294 34.681

0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

3,710,627 3,611,091 3,928,510

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0 0

一般職員人件費 3,128,000 3,026,000 2,890,000

一般職員工数(人/年) 0.340 0.340 0.340

0

決算額 582,627 585,091

3,128,000 3,026,000 2,890,000

49.56%46.98%

平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

582,627 585,091

当初予算額 1,240,195 1,180,510 1,038,510

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度

指
標
１

活
動
量

年間２号、各3,000部発行（計6,000部） 部 目標値

成
果

名称

説明

6,000 6,000 6,000

発行部数 実績値 6,000 6,000

目標値

実績値

実績値指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

市民編集委員と共に誌面の企画等を行い、年間２回、定期的に男女共同参画に関する情報発信を行っている。認知度は高い
とは言い難いが、庁内や市内の郵便局、金融機関等に配布し広く周知を図っている。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

名称

説明

目標値

0

名称

説明

名称

説明



【事業概要】

（ 法や条例の浸透について、どの程度進行しているか評価が難しい。

（
男女共同参画に関する講演を行い、各種資料を配布して法や条例の浸透を図る形態が定着して
いる。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

DVについての講演を行い、参加者数は23人であった。 ）

毎年６月23日から29日の男女共同参画週間にちなみ、法の趣旨が市民に理解され、深く浸透するよう啓
発活動を行い、また市の男女平等都市宣言、及び男女平等基本条例、第３次行動計画の周知を図る。

男女平等・男女共同参画に、何らかの興味を示した市民及びさらに意識を高めたい市民

　「男女共同参画シンポジウム」（内容は、主に講演）を開催する。また参加者に関連資料を配布し、男女
共同参画社会基本法等の周知を図る。

男女共同参画

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

参加者に対して、法や市の条例等の周知を図ることができた。

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

第３次行動計画「個性が輝く小
金井男女平等プラン」の推進

人権尊重と男女平等の意識づく
り

レベル1（柱） レベル2（施策）

豊かな人間性をはぐくむふれ
あいのあるまち（文化と教
育）

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　□条例　□規則・規程・要綱　■なし　）

男女共同参画社会基本法・東京都男女平等参画基本条例・小金井市男女平等基
本条例

担 当 部 企画財政部 担 当 課 企画政策課 担 当 課 長

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

168.3事 務 事 業 名 男女共同参画シンポジウム開催事業

共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

市民の意識改革が進み、男女共同参画が推進されることを目指す。 ）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　□行っている（具体的内容を下欄に記入）　■行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

種 別 ■ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　□内部管理　□その他

西田　剛

□環境関連　　■男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連

）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等
■あり→
□なし

（

シンポジウム当日の参加者アンケート等 ）

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率

純支出額　C(A-B) 1,208,696 1,187,679 1,262,636

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

市民１人当たりコスト　(C/人口) 10.858 10.621 11.147

0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

1,208,696 1,187,679 1,262,636

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0 0

一般職員人件費 1,012,000 979,000 935,000

一般職員工数(人/年) 0.110 0.110 0.110

0

決算額 196,696 208,679

1,012,000 979,000 935,000

66.15%62.50%

平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

196,696 208,679

当初予算額 314,717 315,456 327,636

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度

指
標
１

活
動
量

参加者数 人 目標値

成
果

名称

説明

- - -

シンポジウム開催当日の来場者数 実績値 26 23

目標値

実績値

実績値指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

男女共同参画に関する講演の実施および関連資料の配布等により、参加者に法の趣旨についての浸透を図っている。例年開
催テーマ等により参加者数にはばらつきがあるが、法や市の条例等の周知の推進活動を継続して実施している。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

名称

説明

目標値

0

名称

説明

名称

説明



【事業概要】

（

（ 連携及び支援の実施方法に関して、特に規定は設けていない。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

こがねい女性ネットワーク主催事業への後援を実施した。（「定期総会」「こがねい女性ネットワー
ク第１３回サロン」なお男女平等推進審議委員会長は同団体代表者である。）また、こがねいパ
レットにて、市内団体による展示を開催し、関係団体との連携を実施した。

）

地域活動を行っている関係団体等に、男女平等の意識啓発に関する情報提供や活動を支援し連携を図
る。

男女平等社会実現のため、地域で活動している市民団体等

男女共同参画関係団体活動事業への後援、男女平等意識啓発のための情報の提供及び市報「みんな
のひろば」欄への掲載

男女共同参画

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

こがねいパレットにて市内団体による展示を開催し交流を図る等、一定の連携を実施することが
できた。

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　□目標がある（具体的内容を下欄に記入）　■目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

第３次行動計画「個性が輝く小
金井男女平等プラン」の推進

あらゆる分野への男女共同参画
の推進

レベル1（柱） レベル2（施策）

豊かな人間性をはぐくむふれ
あいのあるまち（文化と教
育）

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　□条例　□規則・規程・要綱　■なし　）

第３次行動計画「個性が輝く小金井男女平等プラン」

担 当 部 企画財政部 担 当 課 企画政策課 担 当 課 長

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

168.4事 務 事 業 名 男女共同参画関係団体への連携及び支援事業

共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　□ある（具体的内容を下欄に記入）　■ない

市内団体とは必要に応じて随時連携を図っており、定数的な指標は設けていない。 ）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　□行っている（具体的内容を下欄に記入）　■行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

種 別 ■ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　□内部管理　□その他

西田　剛

□環境関連　　■男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連

）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等
■あり→
□なし

（

関係団体との連携および支援は、主に各施策の実施に伴って発生するものであり、特に見直し
等は必要ないため。

）

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　□ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　□庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　■ない（行わない理由を下欄に記入）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率

純支出額　C(A-B) 184,000 178,000 170,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

市民１人当たりコスト　(C/人口) 1.653 1.592 1.501

0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

184,000 178,000 170,000

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0 0

一般職員人件費 184,000 178,000 170,000

一般職員工数(人/年) 0.020 0.020 0.020

0

決算額 0 0

184,000 178,000 170,000

#DIV/0!#DIV/0!

平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

0 0

当初予算額 0 0 0

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度

指
標
１

活
動
量

関係団体への後援 回 目標値

成
果

名称

説明

2 2 2

市報に後援事業を掲載する。 実績値 3 2

目標値

実績値

実績値 1 1指
標
２

活
動
量

こがねいパレットにて市内団体による展示を実
施

回 目標値

成
果

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

関係団体とは、「こがねいパレット」「男女平等推進審議会」等を通して随時連携を図っている。平成22年度においても、こがね
いパレットでの市内団体による展示や、こがねい女性ネットワークの事業への後援等を実施した。連携は各事業の実施に伴い
生じるものであるが、今後も随時連携を進めていきたい。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

1 1 1

こがねいパレット開催当日に、市内団体に展示を実施し
てもらう。

名称

説明

目標値

0

名称

説明

名称

説明



【事業概要】

（
全庁的な調整を要しない、課、係単位の組織改編や所掌事務の整理による例規の改正手続きについては、基本的に各課か
らの依頼に基づいて処置するが、当該事務担当としても事前に情報を収集、整理しておかなければ、迅速な改正手続きに支
障をきたす場合がある。特に年度末は改正手続きが立て込むため、注意が必要である。

（
適正かつ迅速に例規の改正手続きを実施するため、組織の改編等に関する情報収集や各課へ
の情報提供の呼び掛けに努めている。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　□達成できた（具体的内容を下欄に記入）　■達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

①　小金井市組織規則の一部改正　　②　小金井市事務決裁規程の一部改正
①の内容⇒　総務課、管財課、市民課、水道課、介護福祉課等の所掌事務の整備　等
①②の内容⇒　庁舎建設等担当部長及び庁舎建設等担当課長の新設　等

市長の権限に属する事務を処理するために必要な組織や事務決裁等に関する事項について、関係例規
の整備、改正をすることで、行政事務の効果・効率的運営に資する。

市の組織（部、課、係）

組織の改編等に伴い、各部課間の調整や関係例規の整備、改正を行う。
関係例規：小金井市組織条例、小金井市組織規則、小金井市事務決裁規程、市長の権限に属する事務
の補助執行に関する規則、市長の権限に属する事務の一部委任に関する規則

効果的・効率的な行政運営

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

小金井市組織規則の一部改正手続きを要する案件について、関係課との情報交換に不備があっ
たため、迅速な改正手続きが遂行できなかった。

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

行政組織の簡素化・効率化 弾力的な組織運営

レベル1（柱） レベル2（施策）

基本構想実現のために

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　□条例　□規則・規程・要綱　■なし　）

担 当 部 企画財政部 担 当 課 企画政策課 担 当 課 長

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

530事 務 事 業 名 組織改正準備事務

共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

組織改編等に伴う各部課間の調整や関係例規の整備、改正手続きについて、適正かつ迅速に
処理する。

）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　■行っている（具体的内容を下欄に記入）　□行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

種 別 □ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　■内部管理　□その他

西田　剛

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連

）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等
□あり→
■なし

（

庁内組織の動向について常に情報収集に努め、早期の改正準備を実施することで、適正かつ迅
速な改正手続きを行う。
また、各課へ積極的な情報提供を求める。

）

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率

純支出額　C(A-B) 598,000 774,300 739,500

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

市民１人当たりコスト　(C/人口) 5.372 6.925 6.528

0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

598,000 774,300 739,500

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0 0

一般職員人件費 598,000 774,300 739,500

一般職員工数(人/年) 0.065 0.087 0.087

0

決算額 0 0

598,000 774,300 739,500

#DIV/0!#DIV/0!

平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

0 0

当初予算額 0 0 0

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度

指
標
１

活
動
量

小金井市組織規則の改正回数 回 目標値

成
果

名称

説明

― ― ―

組織の一部改編等に伴い、組織規則の一部改正を実
施した回数。

実績値 1 4

目標値

実績値

実績値 2 1指
標
２

活
動
量

小金井市事務決裁規程の改正回数 回 目標値

成
果

活動量 　□拡大　　　□現状　　　□縮小　　　■要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

　平成１９年度に子ども家庭部と生涯学習部の新設、地域安全課、まちづくり推進課と交通対策課の新設、子育て支援課手当
助成係の新設といった全庁的な組織改正を実施したが、平成２０年度以降は大規模な組織改正は実施されておらず、平成２２
年度については事務見直し等による各係の統廃合や所掌事務の整理に伴う関係例規の整備、改正手続きを実施した。
　日々変化する行政課題に対応するため、今後も組織の整備は必須であり、それに伴う各部課間の調整や改正手続きが必要
と認識している。
　平成２３年度については、２２年度と同様、事務見直し等による関係例規の整備、改正手続きを遺漏のないよう実施するため、
他課との積極的な情報交換に努める。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

― ― ―

所掌事務の整理等に伴い、事務決裁規程の一部改正
を実施した回数。

名称

説明

目標値

0

名称

説明

名称

説明



【第２次評価】（他課の管理職者による評価）

【第３次評価】（庁内部長職者で構成する行政評価会議による評価）

平成２３年度事務事業評価シート③　（評価対象：平成２２年度事業）

１ 次 評 価 及 び ヒ ア リ ン グ を 踏 ま え た ２ 次 評 価

予　算 　□拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□廃止

　□拡大　　　□現状　　　□縮小　　　■要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

１ 次 評 価 及 び ２ 次 評 価 を 踏 ま え た ３ 次 評 価

地方分権の進展や市民ニーズの多様化等日々変化する課題に的確に対応し、円滑な行政運営を行っていくためには、つねに
組織体制の見直しを図り整備を行っていく必要がある。そのためには課題・問題点として挙げられているとおり、各課との連携を
強化し、平素からの情報収集に努める必要が認められる。また、組織改正の一連の事務手続きには相応の時間を要することか
ら、各課の状況について把握しておくことが重要と思われる。今後は、例えば組織に関する聞き取りや調査を定期的に実施し情
報を整理しておくなど迅速な手続きがとれるよう態勢を整えておくことが求められる。さらに、改正実施後の状況についても各課
からの意見等を調査し、さらに組織改正の効果を向上させるような措置をとることが望ましい。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化



【事業概要】

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

①行政経営改革大綱の中で計画年度等を位置付け、所管もそれを踏まえた検討が必要である。
なお、ほとんどの市で指定管理者制度の導入を行革に位置付け、行革担当が所管している。
②モニタリング制度を検討して、導入する。

）

■あり→
□なし

（ ）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等

種 別 □ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　■内部管理　□その他

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

市民交流センター等について、施設の設置目的を効果的かつ効率的に達成することができる指
定管理者を選定すること

）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　■行っている（具体的内容を下欄に記入）　□行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

645事 務 事 業 名 指定管理者選定委員会の運営事業

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　■条例　■規則・規程・要綱　□なし　）

小金井市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例
小金井市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則

担 当 部 企画財政部 担 当 課 企画政策課 担 当 課 長

実 施 形 態 □全部直営　　■一部委託（□公共的団体　■民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

事務事業の効果的・効率的推進 民間活力の導入

レベル1（柱） レベル2（施策）

基本構想実現のｔあめに

地方自治法第２４４条の２第３項の規定に基づいて、公の施設について、施設の設置目的を効果的かつ
効率的に達成することができる指定管理者を選定すること。

指定管理者選定委員会委員（５人）、指定管理者候補者、市職員

市長等からの諮問に応じて指定管理者を選定候補者から選定して答申する。

効果的・効率的な行政運営

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

市民交流センター等２６施設について、円滑に指定管理者を選定することができた。

（
①指定管理者制度の導入が計画的に推進されていない。
②指定管理者の更新に際して、実績が検証されていない。

（ 円滑な公開に向けた会議録作成過程の見直し。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

市民交流センター、障害者福祉センター、本町高齢者在宅サービスセンター、福祉会館、武蔵小
金井南第１自転車駐車場外２０施設について、指定管理者を選定した。

）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

名称

説明

名称

説明

名称

説明

目標値

0再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

・公の施設の指定管理者等の手続き等に関する及び条例施行規則に基づき運営している。
・複数施設の指定管理者更新について１回の委員会で処理する等、開催回数、委員報酬、会議録作成委託料等は適正であ
る。他の事業と同じく不断の見直しは必要であるが、現時点で直ちに必要経費が減額できるという材料はない。
・総合体育館等、指定管理者制度の導入が大きな実績をあげている施設がある。今後も、貫井北町地域センター等、新規施設
の整備予定があるため、本事業により、施設の設置目的を効果的かつ効率的に実現できる指定管理者を円滑に選定すること
が求められている。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

実績値指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

目標値 4 23 0

当初予算要求時の計画施設数及び実績値 実績値 3 26

3 7 0

視聴等からの諮問に応じて指定管理者候補者を審査
のうえ選定して答申する。

実績値 1 4指
標
１

活
動
量

会議の開催回数 回 目標値

成
果

指定管理者が選定された施設数 件

名称

説明

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

84,480 470,144

当初予算額 342,000 646,000

決算額 84,480 470,144

460,000 445,000 0

72.78%24.70%

0

一般職員人件費 460,000 445,000 0

一般職員工数(人/年) 0.050 0.050 0.000

0

544,480 915,144 0

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

181,493.333 35,197.846 #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

市民１人当たりコスト　(C/人口) 4.891 8.184 0.000

0 0 0

純支出額　C(A-B) 544,480 915,144 0

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率



【事業概要】

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　■市民協働　■外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

新たに新庁舎建設基本計画市民検討委員会を設置、庁内検討委員会においては検討部会を設
置し、コンサルタントの技術的な支援を受けながら新庁舎建設基本計画を策定する。

）

）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等

種 別 □ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　■ハード　□内部管理　□その他

高橋啓之

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　■市民協働関連共 通 課 題

（

実 施 義 務

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　■行っている（具体的内容を下欄に記入）　□行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

705事 務 事 業 名 新庁舎建設事業

□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　□条例　□規則・規程・要綱　■なし　）

長期総合計画、新庁舎建設検討委員会設置要綱、新庁舎建設基本構想策定市
民検討委員会設置要綱

担 当 部 企画財政部 担 当 課 庁舎建設等担当 担 当 課 長

実 施 形 態 □全部直営　　■一部委託（□公共的団体　■民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

■あり→
□なし

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

行政組織の簡素化・効率化 庁舎の建設

レベル1（柱） レベル2（施策）

新庁舎の建設場所を含む新庁舎建設基本構想の策定

庁舎を利用する全市民、議員、職員等

新庁舎建設基本構想策定市民検討委員会を設置し、市民参加で建設場所を含む新庁舎建設基本構想
案について検討し、市に答申する。それを受け、庁内検討委員会で検討し、基本構想を策定する。

効果的・効率的な行政運営

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

成果としては、長年の懸案事項であった新庁舎の建設場所について、蛇の目ミシン工場跡地とする一定の結
論を得ることができた。

基本構想実現のために

本庁舎の老朽化、耐震化、バリアフリー対応の問題、第二庁舎の賃貸借の早期解消、建設場所等、新庁舎を取り巻く
様々な課題を解決するため。

（
建設場所に時間を費やしたため、議会・行政執務機能、事業費、財源計画、建設スケジュール等
について結論が出ていない。

（
市民検討委員会副委員長を1人から2人に変更（要綱改正で対応）、委員会内に起草委員会を設
置（補正予算措置）等

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

）

新庁舎建設基本構想策定市民検討委員会は、委員会１７回（約５０時間）、起草委員会７回（約１６時間）、視
察会（現庁舎２回、立川市）、市民１万人アンケート調査3,140件、市民フォーラム参加者150人・意見数60件、
パブリックコメント60人・151件、委員会への市民意見提出46件を踏まえ基本構想案を市長へ答申し、市はそ
れを尊重し基本構想を策定した。

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

説明

名称

説明

名称

説明

目標値

0再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

名称

活動量 　■拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　■拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

　平成21年度に庁内検討委員会で作成した新庁舎建設基本構想（素案）をたたき台として、平成22年度末に市民参加の委員会を踏まえて新庁
舎建設基本構想を策定し、懸案だった建設場所について決定することができた。しかし、行政機能の在り方や議会について十分に議論すること
ができなかったことに加え、市長選挙後に新庁舎への移転目標を「平成27年12月まで」と掲げたことにより竣工時期が定まったため、その期間
内で実現できる財源計画及び建設スケジュールの立案が課題となっている。
　また、庁舎建設予定地の活用方法等も併せて検討する必要がある。

実績値指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

目標値 0 3397 270

多様な市民参加、議員及び職員の意見聴取による新
庁舎建設に関する意見の把握

実績値 0 3397

0 27 22

市民参加の機会（市民検討委員会、アンケート、フォー
ラム等）、議員及び職員の意見聴取機会の回数

実績値 0 27指
標
１

活
動
量

市民参加の機会の保障、議員、職員の意見聴
取機会の保障

回 目標値

成
果

市民、議員及び職員の意見数 件

名称

説明

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

6,307,910 13,298,955

当初予算額 0 10,738,000 10,806,000

決算額 6,307,910 13,298,955

8,280,000 16,020,000 15,300,000

123.85%#DIV/0!

一般職員人件費 8,280,000 16,020,000 15,300,000

一般職員工数(人/年) 0.900 1.800 1.800

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0 0

0

国・都支出金の合計　(③) 0 3,767,000 0

14,587,910 29,318,955 26,106,000歳出計　A(①+②)

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

#DIV/0! 7,521.918 96,688.889

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

市民１人当たりコスト　(C/人口) 131.044 228.510 230.466

0 3,767,000 0

純支出額　C(A-B) 14,587,910 25,551,955 26,106,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

0 0 0

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率



【事業概要】

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　□庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　■その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

一部事務組合による更なる収益向上、経営改善の実施 ）

■あり→
□なし

（ ）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等

種 別 □ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　■内部管理　□その他

水落　俊也

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

当初予算に計上した配分金額を確保する。 ）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　■行っている（具体的内容を下欄に記入）　□行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

562事 務 事 業 名 収益事業

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　□条例　■規則・規程・要綱　□なし　）

東京都十一市競輪事業組合規約・東京都六市競艇事業組合規約

担 当 部 企画財政部 担 当 課 財政課 担 当 課 長

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

歳入の安定 自主財源の拡充

レベル1（柱） レベル2（施策）

基本構想実現のために

公益の増進を目的とする事業の振興に資するとともに、財政の健全化を図るため、東京都十一市競輪事
業組合、東京都六市競艇事業組合事業配分金を確保する。

東京都十一市競輪事業組合、東京都六市競艇事業組合事業配分金

東京都十一市競輪事業組合、東京都六市競艇事業組合の構成員としての事務

財政の健全化

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

東日本大震災の影響で東京都六市競艇事業組合のレースの開催が中止になったことから、利益
配分が行われなかったため。

（ 配分金の安定的・恒常的な確保

（ 一部事務組合が主体となって収益向上のための経営改善を図っている。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　□達成できた（具体的内容を下欄に記入）　■達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

理事会・組合議会への随行、公営競技施行に係る指定申請、市長・組合議員への事務連絡、開
催当番時の現地への出向

）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

名称

説明

名称

説明

名称

説明

目標値 10,000,000 10,000,000

0

10,000,000

再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

　配分金は、義務教育施設整備費及び都市計画事業整備費等の事業に要する経費の一部を補うための歳入となっている。安
定的・恒常的な歳入構造となるためには、収益事業収入を確保することが重要であるが、昨今の経済状況を踏まえると、今後も
厳しい状況が続くと思われる。
　しかしながら、歳入の根幹となる市税収入も大幅な減となる中、この配分金は有効に活用していくべきである。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

－ － －

市長・議員の随行

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

東京都六市競艇事業組合による事業配分金 実績値 10,000,000 0

実績値 10 9指
標
２

活
動
量

東京都六市競艇事業組合理事会及び組合議会 回 目標値

成
果

東京都六市競艇事業組合益金 円

目標値 10,000,000 10,000,000 10,000,000

東京都十一市競輪事業組合による事業配分金 実績値 30,000,000 10,000,000

－ － －

市長・議員の随行 実績値 9 9指
標
１

活
動
量

東京都十一市競輪事業組合理事会及び組合議
会

回 目標値

成
果

東京都十一市競輪事業組合益金 円

名称

説明

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

360 440

当初予算額 500 500 500

決算額 360 440

119,600 382,700 365,500

88.00%72.00%

0

一般職員人件費 119,600 382,700 365,500

一般職員工数(人/年) 0.013 0.043 0.043

0

119,960 383,140 366,000

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0

0 0 0

0.037

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

0.004 0.038 0.037

0.012 #DIV/0!

市民１人当たりコスト　(C/人口) 1.078 3.426 3.231

0 0 0

純支出額　C(A-B) 119,960 383,140 366,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率



【事業概要】

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

適正な後年度負担を視野に入れつつ、財政計画に基づき、起債発行を行う。 ）

■あり→
□なし

（ ）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等

種 別 □ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　■内部管理　□その他

水落　俊也

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

事業額に応じて、起債額を決定するため。 ）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　□行っている（具体的内容を下欄に記入）　■行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

575事 務 事 業 名 地方債事務

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　■法律　□条例　□規則・規程・要綱　□なし　）

地方自治法、地方財政法

担 当 部 企画財政部 担 当 課 財政課 担 当 課 長

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　□目標がある（具体的内容を下欄に記入）　■目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

歳入の安定 依存財源の確保

レベル1（柱） レベル2（施策）

基本構想実現のために

事業実施における歳入の確保
借入における償還事務

起債対象事業及び市債残額

対象事業、限度額、利率の上限の決定→事業計画書の提出及び事業内容の説明（借入先要望含む）→
借入予定額及び借入先の決定→同意申請→同意→借入申込→借入→元金及び利子の償還

財政健全化

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

目標がないため。

（ 事業実施に対して、歳入の確保を市債に頼る傾向が強い

（ 起債借入事務及び起債償還事務であり、見直しを行う箇所がないため

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　□達成できた（具体的内容を下欄に記入）　■達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

一般会計借入額　2,570,800千円（特例債を含む）、定期償還　18回（Ｈ22実績） ）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

名称

説明

名称

説明

名称

説明

目標値

0再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

　公共施設の整備等に係る経費の財源確保及び借入後の償還を目的とし、後年度の財政負担を視野に入れつつ、財源の年度
間調整、世代間の公平負担、計画的な財政運営を図る。
　地方交付税の振替である臨時財政対策債について、年々現在高が増加しているが、現状の財政状況及び、後年度への負担
等を考慮し、できる限り抑制する。
　借入条件について、種々の要因を考慮しつつ、より低金利の起債に向け借入先を検討する。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

実績値指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

目標値 19 18 15

借入団体に対して、償還事務を行う。 実績値 19 18

6 7 6

関東財務局及び東京都のヒアリングを受け、借入を行
う

実績値 6 7指
標
１

活
動
量

市債借入事務 回数 目標値

成
果

市債償還事務 回数

名称

説明

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

2,658,985,519 2,751,654,672

当初予算額 2,666,568,000 2,755,749,000 2,854,245,000

決算額 2,658,985,519 2,751,654,672

809,600 783,200 748,000

99.85%99.72%

0

一般職員人件費 809,600 783,200 748,000

一般職員工数(人/年) 0.088 0.088 0.088

0

2,659,795,119 2,752,437,872 2,854,993,000

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

139,989,216.789 152,913,215.111 190,332,866.667

#DIV/0! #DIV/0!

市民１人当たりコスト　(C/人口) 23,893.022 24,614.898 25,204.087

0 0 0

純支出額　C(A-B) 2,659,795,119 2,752,437,872 2,854,993,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率



【事業概要】

（ 算出した数値に錯誤等が発生する可能性がある。

（ 国の基準により、算出方法が決まっており、変更・見直し等もそれに応じて行っている。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

基準財政需要額　14,088,737千円　基準財政収入額　14,492,168千円
普通交付税交付額　0千円　特別交付税交付額　91,824千円
財政力指数　1.120 （単年度　1.029）

）

計画的・合理的且つ妥当な行政水準を維持するための一般財源として交付税の確保に努めるとともに、
財政力指数等の各種指標を算出する。

地方交付税基礎数値算出に係る全ての事務

（普通交付税）国が定める基準に基づき、各行政項目（道路橋りょう費、教育費等）の基準財政需要額及
び基準財政収入額をそれぞれ正確に算出し、その差額を交付基準額として算出する。
（特別交付税）災害等の普通交付税で捕捉されない特別の財政需要に対して需要額を算出する。

財政健全化

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

普通交付税については引き続き不交付団体となったものの、特別交付税については算入対象の
事業数増等の要因により前年度に比べ交付額が増加した。

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

歳入の安定 地方税・財政制度の改善

レベル1（柱） レベル2（施策）

基本構想実現のために

実 施 義 務
■義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
□任意事業　（　□法律　□条例　□規則・規程・要綱　□なし　）

地方交付税法

担 当 部 企画財政部 担 当 課 財政課 担 当 課 長

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

576事 務 事 業 名 地方交付税等関連事務

共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

計画的・合理的且つ妥当な行政水準を維持するための一般財源として、交付税の確保に努める
とともに財政力指数等の各種指標を算出する。

）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　■行っている（具体的内容を下欄に記入）　□行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

種 別 □ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　■内部管理　□その他

水落　俊也

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連

）

見直し実績
（事業の改善、実施方

法の見直し等）

根 拠 法 令 等
■あり→
□なし

（

基準財政需要額及び基準財政収入額の基礎数値を正確に算定するには、関係各課の協力が必
要不可欠であり、数値の錯誤等を極力抑えるためには、関係各課の地方交付税に対する理解を
深める必要がある。また、関係各課の担当者の異動に際して引き継ぎを正確に行うことによって
も錯誤等は防ぐことができる。

）

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率

純支出額　C(A-B) 1,600,800 1,548,600 1,479,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

市民１人当たりコスト　(C/人口) 14.380 13.849 13.057

0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

0.027 0.017 0.019

#DIV/0! #DIV/0!

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

1,600,800 1,548,600 1,479,000

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0 0

一般職員人件費 1,600,800 1,548,600 1,479,000

一般職員工数(人/年) 0.174 0.174 0.174

0

決算額 0 0

1,600,800 1,548,600 1,479,000

#DIV/0!#DIV/0!

平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

0 0

当初予算額 0 0 0

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度

指
標
１

活
動
量

目標値

成
果

特別交付税交付額 円

名称

説明 実績値

目標値 44,000,000 45,000,000 76,000,000

災害等の普通交付税で捕捉されない特別の財政需要
に対する交付税

実績値 59,619,000 91,824,000

実績値指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

法令に基づく事務であるため、市単独では制度の改正や見直しができない。また、算出資料の作成にあたっては毎年関係各課
より様々なデータを収集し数値を算出しなければならないが、手書きで提出する必要があり、システム化が難しいところである。
しかしながら関係各課の更なる理解・協力による事務の正確性及びＯＡの活用等による事務の効率化を図りながら継続して事
業を実施する必要がある。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

名称

説明

目標値

0

名称

説明

名称

説明



【事業概要】

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

東京都の予算が限られている中で、今後も安定的に収入を確保するためには、行財政改革を進
める必要がある。

）

■あり→
□なし

（ ）

見直し実績
（事業の改善、実施方

法の見直し等）

根 拠 法 令 等

種 別 □ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　■内部管理　□その他

水落　俊也

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

総合交付金の活用による計画的な財政運営と政策実現 ）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　■行っている（具体的内容を下欄に記入）　□行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

577事 務 事 業 名 総合交付金事務

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　□条例　■規則・規程・要綱　□なし　）

東京都市町村総合交付金交付要綱

担 当 部 企画財政部 担 当 課 財政課 担 当 課 長

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

歳入の安定 地方税・財政制度の改善

レベル1（柱） レベル2（施策）

基本構想実現のために

各種施策に要する一般財源の不足を補完し、行政水準の向上と住民福祉の増進及び健全な行財政運
営を行うことを目的とする。

東京都市町村総合交付金の交付に係る事務

東京都市町村総合交付金交付要綱に基づき交付額の算定を行う。また充当事業の調査、申請、実績報
告等を行う。

財政健全化

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

一般財源の不足を補完し、行政水準の向上及び住民福祉の増進を図った。

（ いかに毎年安定的な収入を見込めるかが課題となっている。

（ 東京都の基準により算出方法が決まっており、変更・見直し等もそれに応じて行っている。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

東京都市町村総合交付金歳入額　981,185千円
（内訳）　財政状況割　249,092千円　経営努力割　115,635千円
　　　　　 振興支援割　616,458千円

）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

名称

説明

名称

説明

名称

説明

目標値

0再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

本市が直面する喫緊の最重要課題であるごみ処理問題をはじめとして、少子高齢及びＩＴ社会、福祉・教育・文化・環境問題等
の諸課題への的確な対応に加えて、ＪＲ中央本線連続立体交差事業、武蔵小金井・東小金井両駅の周辺整備、施設の計画的
整備等、多額の財源を必要とする重要課題が山積しているなか、財源を補完し行政水準の向上と住民福祉の増進及び健全な
行財政運営を行うためには、総合交付金事務事業の実施は必要不可欠である。今後も安定的に収入を確保するため関係部署
と連携を図りながらより一層の行財政改革を進める必要がある。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

実績値指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

目標値 910,350,000 981,243,000 959,110,000

各種施策に要する財源の不足を補完し、行政水準の向
上及び健全な行財政運営を行うための交付金

実績値 941,741,000 981,185,000

実績値指
標
１

活
動
量

目標値

成
果

市町村総合交付金 円

名称

説明

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

0 0

当初予算額 0 0 0

決算額 0 0

239,200 231,400 221,000

#DIV/0!#DIV/0!

0

一般職員人件費 239,200 231,400 221,000

一般職員工数(人/年) 0.026 0.026 0.026

0

239,200 231,400 221,000

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

0.000 0.000 0.000

#DIV/0! #DIV/0!

市民１人当たりコスト　(C/人口) 2.149 2.069 1.951

0 0 0

純支出額　C(A-B) 239,200 231,400 221,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率



【事業概要】

（
歳入決算の確定が都税関係で遅れる。別の作業を先行して事務の遅れをできる限り減少させて
いるが、限られた時間内に行う事業であるため、相当の時間外勤務時間を要している。

（
法令により作成が義務付けられており、事前に公表される地方財政状況調査作成要領を熟知す
る等、効率的に事務を進める努力をしている。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

平成21年度決算統計実施
経常収支比率（93.4）、人件費比率（20.1）、公債費比率（10.3）等

）

総務省の定める基準をもって全国規模で実施され、各地方公共団体の財政状況の把握・分析等に用い
られている。本市においても各種財政指標の算出を行い、財政運営の資料として活用している。

各年度の小金井市の決算

総務省の定める基準（地方財政状況調査）に基づき画一的な手法により各種指数を算出。

財政の健全化

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

限られた時間と人数で効率的に取り組むことが求められる中、各種財政指標の算出を行い、市
報・ＨＰ等に公表した。

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

歳出の適正化 財政執行の適正化

レベル1（柱） レベル2（施策）

基本構想実現のために

実 施 義 務
■義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
□任意事業　（　□法律　□条例　□規則・規程・要綱　□なし　）

地方自治法第245条の2、地方自治法第252条の17の5

担 当 部 企画財政部 担 当 課 財政課 担 当 課 長

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

579事 務 事 業 名 決算統計事務

共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

法令等に基づき、正確かつ的確な事務の遂行を目指す。
各種財政指標の算出を行い、財政分析等に有効な資料等を継続的に作成する。

）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　■行っている（具体的内容を下欄に記入）　□行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

種 別 □ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　■内部管理　□その他

水落　俊也

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連

）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等
■あり→
□なし

（

見直しについての検討は以前から行っているが、関係各課の事務執行上の都合から、問題解決
には至っていない。決算額の確定が早ければ早いほど、円滑な執行ができるものではあるが、改
善することは現時点では困難であると思われる。

）

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率

純支出額　C(A-B) 7,571,600 6,319,000 6,995,500

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

市民１人当たりコスト　(C/人口) 68.016 56.510 61.757

0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

7,571,600.000 6,319,000.000 6,995,500.000

#DIV/0! #DIV/0!

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

7,571,600 6,319,000 6,995,500

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0 0

一般職員人件費 7,571,600 6,319,000 6,995,500

一般職員工数(人/年) 0.823 0.710 0.823

0

決算額 0 0

7,571,600 6,319,000 6,995,500

#DIV/0!#DIV/0!

平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

0 0

当初予算額 0 0 0

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度

指
標
１

活
動
量

目標値

成
果

決算カード及び決算概要、市の財政状況等 回

名称

説明 実績値

目標値 1 1 1

市報・ＨＰ等に公表 実績値 1 1

実績値指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

法令に基づき作成しているものであるが、効果的・効率的な財政運営を推進していくために、財政状況の把握・分析等を行う資
料となっている。また、歳出された数値は、他の財政指標にも使用されていることから、継続して有効に活用していく必要があ
る。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

名称

説明

目標値

0

名称

説明

名称

説明



【事業概要】

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

表計算ソフトや財務会計システム等を活用し、より効率的かつわかりやすい内容に作成できるよ
う工夫する。

）

■あり→
□なし

（ ）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等

種 別 ■ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　□内部管理　□その他

水落　俊也

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

根拠法令等に基いた公表のため、遅滞なく作成する。 ）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　■行っている（具体的内容を下欄に記入）　□行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

581事 務 事 業 名 財政公表事務

実 施 義 務
■義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
□任意事業　（　□法律　□条例　□規則・規程・要綱　□なし　）

地方自治法　第243条の3第1項

担 当 部 企画財政部 担 当 課 財政課 担 当 課 長

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

歳出の適正化 財政運営の効率化

レベル1（柱） レベル2（施策）

基本構想実現のために

市政運営への理解と信頼を得るため、財源やその使われかた等につき､市民をはじめ広く周知する。

市民

告示及び市報掲載

財政の健全化

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

期日に公示し、市報へもあらましを掲載

（
会計課、管財課、庶務課からの資料、また前年・前回作成分の数字を踏まえ作成するため、
公表内容の数字を算出する過程や資料収集に時間を要する。

（
表計算ソフトや財務会計システム等を活用し、効率的かつわかりやすい内容になるよう適宜
見直しを行っている。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

上半期・下半期ごとの財政状況書類の作成・公表 ）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

名称

説明

名称

説明

名称

説明

目標値

0再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

法令に基づき、引き続き遅滞なく作成する。
表計算ソフトや財務会計システム等を活用し、漏れなく正確に、より短い期間でわかりやすい内容に作成できるよう工夫
する。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

実績値指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

目標値 2 2 2

前年度下半期財政状況を5月1日、上半期財政状況
及び前年度決算状況を11月1日に告示する。

実績値 2 2

2 2 2

会計課、管財課、庶務課からの資料に基づき、財政状
況書類の作成する。

実績値 2 2指
標
１

活
動
量

上半期・下半期ごとの財政状況書類の作成 回 目標値

成
果

市財政状況の公表 回

名称

説明

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

0 0

当初予算額 0 0 0

決算額 0 0

82,800 80,100 76,500

#DIV/0!#DIV/0!

0

一般職員人件費 82,800 80,100 76,500

一般職員工数(人/年) 0.009 0.009 0.009

0

82,800 80,100 76,500

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

41,400.000 40,050.000 38,250.000

#DIV/0! #DIV/0!

市民１人当たりコスト　(C/人口) 0.744 0.716 0.675

0 0 0

純支出額　C(A-B) 82,800 80,100 76,500

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率



【事業概要】

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

特殊資料の作成においては、わかりやすいマニュアルを心掛ける。
また用いる作成手段について、効率的で誰でも扱えるような手法を検討する。

）

■あり→
□なし

（ ）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等

種 別 □ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　■内部管理　□その他

水落　俊也

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

国又は都が自治事務を処理するにあたり、適正な資料を提出する。 ）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　■行っている（具体的内容を下欄に記入）　□行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

582事 務 事 業 名 財政関連調査分析事務

実 施 義 務
■義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
□任意事業　（　□法律　□条例　□規則・規程・要綱　□なし　）

地方自治法252条の17の5、地方自治法252条の17の7

担 当 部 企画財政部 担 当 課 財政課 担 当 課 長

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

歳出の適正化 財政運営の効率化

レベル1（柱） レベル2（施策）

基本構想実現のために

市の財政状況を把握・報告し、技術的な助言・勧告を受け、予算編成等財政運営の合理化を図る。

各年度の小金井市の予算・決算等

予算・決算等の内容について、各種資料の作成及び分析を行い、総務省、東京都へ回答等を行う。

財政の健全化

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

各種財務資料の作成・分析を行ったうえで、資料を提出できた。

（
　特殊資料の作成については、担当者以外の理解が難しく、円滑な事務引継を行うにあたって
課題がある。

（
マニュアル等の整理、表計算ソフトの活用、Ｃ－Ｎａｖｉの活用などにより効率的に資料を作成でき
るよう適宜見直しを行っている。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

市の財政状況を分析・報告し、都のヒアリング等において、技術的な助言等の指導を受けた。 ）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

名称

説明

名称

説明

名称

説明

目標値

0再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

　財政関連調査分析事務においては、必要に応じ担当チーフの進行のもと主管課にデータ等作成依頼をしたうえで、各帳票の
作成要領に従い、資料作成・分析を行うことができた。
　また、東京都のヒアリングにおいて技術的な助言等の指導のもと、適正に修正を行い、報告することができた。
　今後も引き続き、前年のヒアリング時の助言等を踏まえ、より効率的に適正な資料作成ができるよう工夫をしていきたい。
（依頼・照会を受け行うため、指標データの目標値表記は困難。引き続き、適正に行うよう心掛けていきたい。）

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

実績値指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

目標値 ― ― ―

ヒアリング等において、技術的な助言等の指導。集計
資料の提供を受ける。

実績値 59 57

― ― ―

各作成要領に従い、予算(案）、決算（見込み）、各調査
依頼内容について資料を作成する。

実績値 59 57指
標
１

活
動
量

各調査表の作成 件 目標値

成
果

各調査表の提出に伴うヒアリング、集計表等 件

名称

説明

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

0 0

当初予算額 0 0 0

決算額 0 0

82,800 80,100 76,500

#DIV/0!#DIV/0!

0

一般職員人件費 82,800 80,100 76,500

一般職員工数(人/年) 0.009 0.009 0.009

0

82,800 80,100 76,500

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

1,403.390 1,405.263 #VALUE!

#DIV/0! #DIV/0!

市民１人当たりコスト　(C/人口) 0.744 0.716 0.675

0 0 0

純支出額　C(A-B) 82,800 80,100 76,500

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率



【事業概要】

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

契約改正、変更内容一覧表を見やすく工夫し作成する。 ）

■あり→
□なし

（ ）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等

種 別 □ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　■内部管理　□その他

水落　俊也

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

継続指定の見直し時期（11月）に向け、今後の指定を検討する資料（他市状況、公金取扱状況
等）について、10月1日現在の内容により検討する。

）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　■行っている（具体的内容を下欄に記入）　□行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

583事 務 事 業 名 金融機関関連事務

実 施 義 務
■義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
□任意事業　（　□法律　□条例　□規則・規程・要綱　□なし　）

地方自治法235条、地方自治施行令168条

担 当 部 企画財政部 担 当 課 財政課 担 当 課 長

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

歳出の適正化 財政運営の効率化

レベル1（柱） レベル2（施策）

基本構想実現のために

公金の適切な取扱と厳格な管理を実施するために、公金の収納、支払事務等を取扱わせる金融機関を
指定する。

指定金融機関・収納代理金融機関

指定金融機関・収納代理金融機関の指定及び契約変更・改正

財政の健全化

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

「小金井市の公金の収納及び支払に関する事務並びに預金の取扱い等に関する契約書」第15
条の規定に基づき継続指定を行った。

（
契約改正により、当初の契約内容が今日現在大幅に変更されており、現契約内容の確認がしに
くくなっている。

（ 今後の継続指定を検討する資料（他市状況、公金取扱状況等）の照会内容を増やした。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

指定金融機関の継続指定 ）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

名称

説明

名称

説明

名称

説明

目標値

0再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

　指定金融機関・収納代理金融機関を検討する資料（他市状況、公金取扱状況等）の充実を図ったうえで、その資料に基づき、
内容を検討し、市の事業等に対しての貢献状況も加味したうえで、継続指定の見直し時期（11月）に指定を行うことができた。今
後も多角的な視点で指定金融機関の検討を実施していきたい。
　契約変更が適切か、事務の効率化を図れるか等を、事務取扱担当課である会計課とも調整を行いながら、適宜見直していく
ことにより、指定金融機関による市公金の適切な取扱いに資するようにする。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

実績値指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

目標値 1 1 1

他市状況、公金取扱状況等の資料に基づき検討、
11月に決定した。

実績値 1 1

5 5 8

今後の継続指定を検討する資料（他市状況、公金取扱
状況等）に基づき検討のうえ、11月に指定する。

実績値 5 8指
標
１

活
動
量

指定金融機関の指定に係る調査項目 項目 目標値

成
果

指定金融機関の継続指定 回

名称

説明

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

0 0

当初予算額 0 0 0

決算額 0 0

82,800 80,100 76,500

#DIV/0!#DIV/0!

0

一般職員人件費 82,800 80,100 76,500

一般職員工数(人/年) 0.009 0.009 0.009

0

82,800 80,100 76,500

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

82,800.000 80,100.000 76,500.000

#DIV/0! #DIV/0!

市民１人当たりコスト　(C/人口) 0.744 0.716 0.675

0 0 0

純支出額　C(A-B) 82,800 80,100 76,500

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率



【事業概要】

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　□ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　□庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　■ない（行わない理由を下欄に記入）

課題・問題点はないため。 ）

■あり→
□なし

（ ）

見直し実績
（事業の改善、実施方

法の見直し等）

根 拠 法 令 等

種 別 □ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　■内部管理　□その他

水落　俊也

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　□ある（具体的内容を下欄に記入）　■ない

・適切な基金繰入計画を立てる。
・基金の繰入、積立及び残高の管理。

）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　□行っている（具体的内容を下欄に記入）　■行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

585事 務 事 業 名 基金事務

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　■法律　□条例　□規則・規程・要綱　□なし　）

地方自治法第241条

担 当 部 企画財政部 担 当 課 財政課 担 当 課 長

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

歳出の適正化 財政運営の効率化

レベル1（柱） レベル2（施策）

基本構想実現のために

事業実施に必要な資金を確保する。また、将来の財政需要に対応できる長期的視野に基づく財政運
営を実施する。

本市が設置している一般会計におけるすべての基金

基金の繰入執行計画の作成及び、必要な積立額の確保に向けた予算運営を行う。

財政の健全化

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

・基金繰入執行計画を作成した。
・予算に基づいた繰入、積立による基金現在高調べを作成した。

（

（
事業実施及び将来の財政需要に備えるために必要不可欠な事業であり、限られた時間の中、
適切かつ効率的に事業を実施している。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

・22年度基金繰入額　　　2,144,533千円
・22年度基金積立額　　　2,045,613千円
・22年度末基金現在高　 5,101,844千円

）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

名称

説明

名称

説明

名称

説明

目標値 5200764 5101844

0

3691467

再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

JR中央本線連続立体交差事業、武蔵小金井・東小金井両駅の周辺整備、施設の計画的整備等、多額の財源を必要とする
重要課題が山積しており、次の世代に引き継ぐ魅力ある総合的なまちづくりの円滑な推進を図っていくため、特定目的基金
現在高の増額は困難であり財政調整基金の大幅な取崩し等に頼らざるを得ない状況にある。よって、今後も持続可能な財
政基盤を確立し、将来の財政需要に対応するため、更なる計画的な積立及び活用が必要である。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

1 1 1

一般会計の各基金の現在高調べを作成する。

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

財政調整基金をはじめとした各種基金の残高状況 実績値 5200764 5101844

実績値 1 1指
標
２

活
動
量

一般会計基金現在高調べ 回 目標値

成
果

一般会計各基金の残高 千円

目標値 1098027 2144533 1676150

一般会計の各基金の繰入決算額を確定させる。 実績値 1098027 2144533

1 1 1

一般会計の各基金の繰入執行計画を作成する。 実績値 1 1指
標
１

活
動
量

一般会計基金繰入金執行計画 回 目標値

成
果

平成22年度一般会計基金繰入金 千円

名称

説明

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

0 0

当初予算額 0 0 0

決算額 0 0

395,600 382,700 365,500

#DIV/0!#DIV/0!

0

一般職員人件費 395,600 382,700 365,500

一般職員工数(人/年) 0.043 0.043 0.043

0

395,600 382,700 365,500

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0

0 0 0

0.099

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

0.360 0.178 0.218

0.076 0.075

市民１人当たりコスト　(C/人口) 3.554 3.422 3.227

0 0 0

純支出額　C(A-B) 395,600 382,700 365,500

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率



【事業概要】

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

効果的な人権啓発を行えるような、イベント等を行う。 ）

根 拠 法 令 等
■あり→
□なし

（ ）

種 別 ■ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　□内部管理　□その他

平岡　良一

□環境関連　　■男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

人権意識の高い、差別問題のない小金井市を目指す。 ）

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　■行っている（具体的内容を下欄に記入）　□行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

なし

）

下記のとおり、当該事業において、一定の市民等が集まり、人権啓発の啓蒙に役立った。

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

306事 務 事 業 名 人権啓発事業

実 施 義 務
■義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
□任意事業　（　□法律　□条例　□規則・規程・要綱　□なし　）

人権教育及び人権啓発の推進に関する法律等

担 当 部 企画財政部 担 当 課 広報秘書課 担 当 課 長

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

なし なし

レベル1（柱） レベル2（施策）

豊かな人間性をはぐくむふれ
あいのあるまち（文化と教
育）

対象
（誰・何を対象に）

（

人権問題の存在や、その取り組みについて、関心の低い市民への周知を図る。

市民

人権特別講演会の実施や、人権啓発促進に関する標語の入った物品及び人権啓発リーフレットの配
布、就職差別撤廃月間等人権に関する催し期間等の告知文の市報掲載。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

（

（ 人権における概念の整理が必要。

（
講演会等を実施する場合、市民に身近な人権テーマを取り上げる等、人権に関心を持ってもらう
ように試みている。

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

平成２２年１２月１１日　人権週間にかかる第５回人権特別講演会実施　第二庁舎８０１会議室

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

目標値

700,000

説明

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

現在の限られた人員及び予算の中で、可能な限りの施策に取り組んでいるところである。今後は、関係各課に横断的な協議会
等を設置する等、連携強化が必要と考えられる。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

名称

説明

目標値

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

指
標
２

活
動
量

成
果

実績値

目標値

名称

50

当該人権特別講演会に参加した人数 実績値 49

実績値

1 1 1

1 1

50 50

35

目標値

成
果

当該人権特別講演会　参加人数 人

名称

説明 本市が主催した人権特別講演会の年間開催回数 実績値

名称

説明

指
標
１

活
動
量

本市が主催した人権特別講演会　開催回数 回

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

1,610,000 1,550,000

77.12%

歳
出

106,874 88,683

当初予算額 107,000 115,000 111,000

1,520,000

決算額 106,874 88,683

再任用職員人件費 600,000

一般職員工数(人/年) 0.100 0.100

0 0 0

0.200

99.88%

720,000

1,698,683 1,661,000

47,513.229 32,180.000

0.100

一般職員人件費 920,000 890,000 850,000

嘱託職員人件費

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

32,487.224

0

再任用職員工数(人/年)

14.300 14.872 14.204

1,662,963 1,609,000

歳出計　A(①+②)

0.200

52,000

1,626,874

35,000 35,720 52,000

0 0

35,720

0 0

0.200

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

市民１人当たりコスト　(C/人口)

純支出額　C(A-B) 1,591,874

使用料・手数料の合計　(④) 0

国・都支出金の合計　(③) 35,000

執行率



【事業概要】

（ 参加者数が少ないこと。

（
市民が平和について、関心を持ちやすいテーマを設定することで、当該事業の参加を促してい
る。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

第５回平和講演会　８月２９日（日）　福祉会館　講演「子どもを叱れない大人たちへ」
講師　桂　才賀（落語家）　参加者　３０人

）

日常生活を通し、平和を考え認識を新たにする機会とする。

市民

講演会を開催

なし

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

下記のとおり、当該事業において、一定の市民等が集まり、平和に対する意識の高揚を図ること
ができた。

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

なし なし

レベル1（柱） レベル2（施策）

豊かな人間性をはぐくむふれ
あいのあるまち（文化と教
育）

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　□条例　□規則・規程・要綱　■なし　）

担 当 部 企画財政部 担 当 課 広報秘書課 担 当 課 長

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

307事 務 事 業 名 平和講演会事業

共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

市民を対し、平和に関する意識の高揚を図ることを目的とする。 ）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　■行っている（具体的内容を下欄に記入）　□行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

種 別 ■ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　□内部管理　□その他

平岡　良一

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連

）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等
□あり→
■なし

（

参加数が多く見込まれるような、講師の選定等を行う。 ）

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率

純支出額　C(A-B) 1,933,335 2,079,450 2,017,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

市民１人当たりコスト　(C/人口) 17.367 18.596 17.806

0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

40,277.813 69,315.000 40,340.000

#DIV/0! #DIV/0!

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

1,933,335 2,079,450 2,017,000

再任用職員工数(人/年) 0.300 0.300 0.300

嘱託職員人件費 0 0 0

一般職員人件費 920,000 890,000 850,000

一般職員工数(人/年) 0.100 0.100 0.100

1,080,000

決算額 113,335 109,450

1,820,000 1,970,000 1,900,000

93.55%96.05%

平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

113,335 109,450

当初予算額 118,000 117,000 117,000

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度

指
標
１

活
動
量

平和講演会　実施回数 回 目標値

成
果

平和講演会　参加人数 人

名称

説明

1 1 1

平和講演会を実施した回数 実績値 1 1

目標値 50 50 50

平和講演会に参加した市民の数 実績値 48 30

実績値指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

再任用職員人件費 900,000

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

多くの参加者が見込まれる講師の選定は、予算等の理由により困難であると考える。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

名称

説明

目標値

1,050,000

名称

説明

名称

説明



【事業概要】

（ 来庁者のニーズが、年々多様化し、かつ、複雑化している。

（ より的確かつ迅速な庁舎案内等が出来るように、打合せ等で改善を図っている。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

年間案内件数　　　４１，９８８件
１日平均件数　　　　　　 １７２件

）

来庁者が気軽に市政に関して問い合わせたり、情報を入手できるようにするとともに、庁舎案内等により
市役所でスムーズに用を済ますことができるようにする。

来庁者が気軽に市政に関して問い合わせたり、情報を入手できるようにするとともに、庁舎案内等により
市役所でスムーズに用を済ますことができるようにする。

市政に関する情報提供や相談に応ずるほか、市役所の受付において、窓口案内などのフロアサービス
を行う。

情報公開と市民参加の拡充

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

下記のとおり当該事業において、来庁者に対し、窓口案内等のフロアサービスを行った。

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

広報・広聴活動の充実 広聴活動の充実

レベル1（柱） レベル2（施策）

基本構想実現のために

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　□条例　□規則・規程・要綱　■なし　）

担 当 部 企画財政部 担 当 課 広報秘書課 担 当 課 長

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

517事 務 事 業 名 庁内案内事業

共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

来庁者にとってより良いサービスを提供することに寄与する。 ）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　■行っている（具体的内容を下欄に記入）　□行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

種 別 □ソフト　■窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　□内部管理　□その他

平岡　良一

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連

）

見直し実績
（事業の改善、実施方

法の見直し等）

根 拠 法 令 等
□あり→
■なし

（

丁寧かつ正確な庁内案内が行えるよう、接遇改善にかかるミーティング等を行う。 ）

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率

純支出額　C(A-B) 6,105,742 6,091,243 6,452,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

市民１人当たりコスト　(C/人口) 54.848 54.474 56.959

0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

133.728 145.071 132.213

#DIV/0! #DIV/0!

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

6,105,742 6,091,243 6,452,000

再任用職員工数(人/年) 0.100 0.100 0.100

嘱託職員人件費 3,965,742 3,951,243 4,402,000

一般職員人件費 1,840,000 1,780,000 1,700,000

一般職員工数(人/年) 0.200 0.200 0.200

360,000

決算額 0 0

6,105,742 6,091,243 6,452,000

#DIV/0!#DIV/0!

平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

0 0

当初予算額 0 0 0

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度

指
標
１

活
動
量

案内日数 日 目標値

成
果

案内件数 件

名称

説明

242 243 244

庁内案内を実施した日数 実績値 242 243

目標値 48400 48600 48800

庁内案内を実施した件数 実績値 45658 41988

実績値指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

再任用職員人件費 300,000

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

各担当課の事業の把握不足から、来庁者の苦情へと発展していく場合がある。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

名称

説明

目標値

350,000

名称

説明

名称

説明



【第２次評価】（他課の管理職者による評価）

【第３次評価】（庁内部長職者で構成する行政評価会議による評価）

平成２３年度事務事業評価シート③　（評価対象：平成２２年度事業）

１ 次 評 価 及 び ヒ ア リ ン グ を 踏 ま え た ２ 次 評 価

予　算 　□拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□廃止

　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

１ 次 評 価 及 び ２ 次 評 価 を 踏 ま え た ３ 次 評 価

　１次評価にも記載があるが、来庁者の満足度の向上に向け、市が行っている事業や行事を中心に随時的確な情報収集
をし、それを各担当者間で確実に共有していくことの更なる徹底などを期待する。
　また、事業開始から一定期間が経過していることもあり、他市例などを参考とし、予算面を含めた十分な事業の検証や
庁舎管理とのセットでの委託化等を含めた検討も必要であると思われる。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化



【事業概要】

町会・自治会長連絡会　３回実施（５／２８，１１／１８，３／２７ ）

（ 近年、町会等の加入率が低下している。

（ 町会・自治会連絡会においては、多くの町会長が参加できるように、日時等の配慮をしている。 ）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　■行っている（具体的内容を下欄に記入）　□行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

（

市内に居住する住民で、自主的に構成された地域の親睦団体で、おおむね１０世帯以上で組織された町
会・自治会及び親睦会

・「町会長・自治会長連絡会」を年２回実施する。
・月１回「市政だより」「公民館だより」を送付し、配布を依頼する。現況届に基づき、均等割額と世帯割額
を合算した配布謝礼を交付する。

情報公開と市民参加の拡充

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

下記のとおり、町会・自治会等連絡会議において、情報提供等や要望等を聴く事ができた。 ）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

広報・広聴活動の充実 広聴活動の充実

レベル1（柱） レベル2（施策）

基本構想実現のために

「町会長・自治会長連絡会」の開催により、町会・自治会からの意見・要望を聴く。「市政だより」に市・官公署からのお
知らせや連絡事項を掲載し、町会・自治会を通じて地域社会に周知してもらうとともに、行政の浸透を図り、地域住民
の利益の向上に寄与する。

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

518事 務 事 業 名 町会・自治会連絡会運営事業

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　□条例　□規則・規程・要綱　■なし　）

共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

住民による地域環境の自主的共同管理を目的として、自主組織化を図る。 ）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

レベル3（施策）

種 別 ■ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　□内部管理　□その他

平岡　良一

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連

担 当 部 企画財政部 担 当 課 広報秘書課 担 当 課 長

実 施 形 態

）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等
■あり→
□なし

（ 小金井市町会自治会文書等配布謝礼交付基準

■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

【総合計画における位置づけ】

）会議等の実施について、多くの参加者が見込まれるような日時に設定する。

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

0

執行率

純支出額　C(A-B) 5,297,620 5,198,060 5,180,000

0 0 0

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

歳出計　A(①+②)

34,533.333

0

国・都支出金の合計　(③) 0 0

#DIV/0! #DIV/0!

市民１人当たりコスト　(C/人口) 47.589 46.486 45.729

#DIV/0!

0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

60,200.227 37,667.101

0 0

使用料・手数料の合計　(④)

0

0 0

5,297,620 5,198,060 5,180,000

再任用職員工数(人/年)

嘱託職員人件費 0 0

一般職員工数(人/年) 0.300 0.300

0.000

0

2,760,000 2,670,000 2,550,000

0.000 0.000

0.300

2,528,060

一般職員人件費 2,760,000 2,670,000 2,550,000

歳
出

2,537,620 2,528,060

当初予算額 2,621,000 2,601,000 2,630,000

97.20%

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度

成
果

町会・自治会連絡会　参加人数 人

名称

説明

平成23年度（計画）

96.82%

決算額 2,537,620

指
標
１

活
動
量

町会・自治会連絡会　開催回数 回

町会・自治会連絡会の年間開催回数 実績値

町会・自治会に参加した人数 実績値

目標値

目標値

3

2 2 2

88 138

148

成
果

指
標
２

活
動
量 実績値

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

町の美化等、町会・自治会の組織力の必要性を周知する。安全で安心なくらしのために、地域の自主的な活動が必要である、
という啓発を町会・自治会と行政がしていくべきでると考える。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

目標値

0

148 150

目標値

2

名称

再任用職員人件費 0

実績値説明

名称

説明

名称

説明



【事業概要】

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

参加者が多く見込まれる日時等を考慮する。 ）

市長と語る会実施要領

■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

【総合計画における位置づけ】

■あり→
□なし

（根 拠 法 令 等

実 施 形 態

）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

レベル3（施策）

種 別 ■ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　□内部管理　□その他

平岡　良一

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連

担 当 部 企画財政部 担 当 課 広報秘書課 担 当 課 長

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　□条例　■規則・規程・要綱　□なし　）

共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

市民の意見等を聞き、可能な限り市政に反映させる。 ）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

519事 務 事 業 名 市長と語る会運営事業

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

広報・広聴活動の充実 広聴活動の充実

レベル1（柱） レベル2（施策）

基本構想実現のために

市政に関し、市民と市長が定期的に対話する場を設け、意見等を聞いて、その意見等を市政に反映させ
る。

市民

年４回の開催において、できるだけ多くの市民の意見・要望を市政に反映させる。

情報公開と市民参加の拡充

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

下記のとおり、当該事業において、一定の市民等が集まり、市政についての意見等を聞く事がで
きた。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

第３９回　７月１５日実施　第一会議室　参加者数１４名
第４０回　１１月４日実施　公民館緑分館　参加者数１２名

）

（ 近年、参加人数が少なくなっている。

（
対象者を高校生に限定するなどして、幅広い年齢層の意見を市政に反映させるように試みてい
る。

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　■行っている（具体的内容を下欄に記入）　□行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

（

）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

名称

説明

名称

説明

再任用職員人件費 0

実績値説明

目標値

0

80 80

目標値

3

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

会場・時間等の設定の工夫も考えられるが、２３年度４回実施予定のうち２回はテーマを決め開催する。市民の関心の高いテー
マの決定と、効果的なＰＲで参加者の増加を図る。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

指
標
２

活
動
量 実績値

成
果

名称

2

4 4 4

36 26

80

指
標
１

活
動
量

市長と語る会　開催回数 回

市長と語る会の年間開催回数 実績値

市長と語る会に参加した人数 実績値

目標値

目標値

成
果

市長と語る会　参加人数 人

名称

説明

平成23年度（計画）

74.12%

決算額 12,600

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度

歳
出

12,600 8,400

当初予算額 17,000 17,000 17,000

49.41%

8,400

一般職員人件費 1,840,000 1,780,000 1,700,000

1,840,000 1,780,000 1,700,000

0.000 0.000

0.200

嘱託職員人件費 0 0

一般職員工数(人/年) 0.200 0.200

0.000

0

0

0 0

1,852,600 1,788,400 1,717,000

再任用職員工数(人/年)

0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

51,461.111 68,784.615

0 0

使用料・手数料の合計　(④)

#DIV/0! #DIV/0!

市民１人当たりコスト　(C/人口) 16.642 15.994 15.158

#DIV/0!

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

歳出計　A(①+②)

21,462.500

0

国・都支出金の合計　(③) 0 0

純支出額　C(A-B) 1,852,600 1,788,400 1,717,000

0 0 0

0

執行率



【事業概要】

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

市民が関心を持つ項目を設定し、回収率を高める。 ）

根 拠 法 令 等
□あり→
■なし

（ ）

種 別 ■ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　□内部管理　□その他

平岡　良一

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

調査の結果を参考とし、市政運営に資する。 ）

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　■行っている（具体的内容を下欄に記入）　□行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

情報公開と市民参加の拡充

）

下記のとおり、当該事業において、一定の回答を得ることができた。

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

520事 務 事 業 名 市長への手紙事業

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　□条例　□規則・規程・要綱　■なし　）

担 当 部 企画財政部 担 当 課 広報秘書課 担 当 課 長

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

広報・広聴活動の充実 広聴活動の充実

レベル1（柱） レベル2（施策）

基本構想実現のために

対象
（誰・何を対象に）

（

市民が市政にどのような施策を望み、何を期待するか市民の意識を把握し、市営運営の参考にする。

住民基本台帳から無作為に抽出した１８歳以上の男女。

往復はがきによる郵送法。市政に望む重点項目を選択及び意見・提案等を記入してもらう。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

（

（ 若干、回収率が低いように思われる。

（ 毎年、質問項目につき、市民が関心があるであろう項目を選択している。

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

回答者数　４４４人　　回答率　２２．２％

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

目標値

0

説明

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

市民の多様な意見を聴くため、回収率を高める必要があると考える。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

名称

説明

目標値

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

指
標
２

活
動
量

成
果

実績値

目標値

名称

2000

「市長への手紙」に回答した枚数 実績値 426

実績値

1 1 1

1 1

2000 2000

444

目標値

成
果

「市長への手紙」　回答数 枚

名称

説明 「市長への手紙」　の年間実施回数 実績値

名称

説明

指
標
１

活
動
量

「市長への手紙」　実施回数 回

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

1,780,000 1,700,000

93.46%

歳
出

143,690 144,860

当初予算額 155,000 155,000 155,000

1,840,000

決算額 143,690 144,860

再任用職員人件費 0

一般職員工数(人/年) 0.200 0.200

0 0 0

0.000

92.70%

0

1,924,860 1,855,000

4,335.270 927.500

0.200

一般職員人件費 1,840,000 1,780,000 1,700,000

嘱託職員人件費

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

4,656.549

0

再任用職員工数(人/年)

17.820 17.214 16.376

1,924,860 1,855,000

歳出計　A(①+②)

0.000

0

1,983,690

0 0 0

0 0

0

0 0

0.000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

市民１人当たりコスト　(C/人口)

純支出額　C(A-B) 1,983,690

使用料・手数料の合計　(④) 0

国・都支出金の合計　(③) 0

執行率



【事業概要】

記者会見4回及びマスコミ各社へファクスでプレスリリースを随時実施した。
記者会見とファクスによるリリースの結果を分けて集計することが困難であるため、日刊紙（朝
日・毎日・読売・産経・東京・日経）での小金井市に関する記事の掲載数を共通の成果としてい
る。

）

（
広域的な報道がなされるため、シティセールス（地域産業の振興）の観点から、よりこの事業の成
果を高めることが必要である。

（ よりアピール度の高い記者会見を原則毎回、市議会定例会開会前に開催する。 ）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　■行っている（具体的内容を下欄に記入）　□行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

（

）

市内を配布地域や放送エリアにしている新聞社・放送局及び市民

記者会見及びファクスによる情報提供

なし

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

目標がないため ）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　□達成できた（具体的内容を下欄に記入）　■達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　□目標がある（具体的内容を下欄に記入）　■目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

なし なし

レベル1（柱） レベル2（施策）

基本構想実現のために

マスコミ各社に情報を提供し、その情報を正確に掲載・放送してもらうことにより、市民に情報提供を行
う。

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

591事 務 事 業 名 庁内外情報提供事務

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　□条例　□規則・規程・要綱　■なし　）

共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

提供した情報の取捨はマスコミ各社の選択であるので、数値の目標を定めることができない。 ）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

レベル3（施策）

種 別 ■ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　□内部管理　□その他

平岡　良一

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連

担 当 部 企画財政部 担 当 課 広報秘書課 担 当 課 長

実 施 形 態

）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等
□あり→
■なし

（

■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

【総合計画における位置づけ】

効果的なタイミングでリリースできるようにする。また、広報秘書課へ積極的に情報提供してもらう
ために、プレスリリースの重要性を庁内に啓発する。

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

0

執行率

純支出額　C(A-B) 4,270,157 4,150,157

歳出計　A(①+②) 4,270,157 4,150,157

一般職員工数(人/年) 0.400 0.400

3,998,437

0 0 0

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

#VALUE!

7,081.521 6,928.476

市民１人当たりコスト　(C/人口) 38.359 37.115 35.298

0

#VALUE!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

7,081.521 6,928.476

0 0

使用料・手数料の合計　(④) 0 0

00

3,998,437

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 590,157 590,157

決算額 0 0

0.400

598,437

一般職員人件費 3,680,000 3,560,000 3,400,000

4,270,157 4,150,157 3,998,437

#DIV/0!#DIV/0!

平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

0 0

当初予算額 0 0 0

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度

目標値

成
果

日刊紙掲載件数 件

名称

説明 実績値

実績値

目標値

指
標
１

活
動
量

プレスリリース回数 回

マスコミ各社へファクスでプレスリリースした回数

日刊紙（朝日・毎日・読売・産経・東京・日経）に掲載さ
れたのべ件数

名称

説明

115 102

― ― ―

603 599

―

―

―

目標値

成
果

日刊紙掲載件数 件

599

実績値 4

603

説明指
標
２

活
動
量

名称

名称

回

説明

目標値 ― ―

0

―

再任用職員人件費

― ―記者会見実施回数

―

4

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

年度内に開催した記者会見の回数

予　算

日刊紙（朝日・毎日・読売・産経・東京・日経）に掲載さ
れたのべ件数

実績値

　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

本事業に関して特に予算措置を組むことはないが、マスコミによる報道は市民に印象深く伝わるため、市民への効果的な周知
を行うことができる。
掲載の可否は、あくまでも報道機関にゆだねられるため、リリースのタイミング等を考慮した効果的な情報提供をこれからも行っ
ていく必要がある。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）



【事業概要】

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　□ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　□庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　■ない（行わない理由を下欄に記入）

上述のとおり、一定のプロセスを経て決定されており、現時点においては、特段見直しの必要が
ない。

）

■あり→
□なし

（ ）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等

種 別 □ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　□内部管理　■その他

平岡　良一

□環境関連　　□男女共同参画関連　　□情報化関連　□市民協働関連共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　□ある（具体的内容を下欄に記入）　■ない

　市民又は市民に縁故の深い方に対して、その功績をたたえ称号を贈る事業であることを鑑み、
本事業に目標を設定する事はそぐわない。

）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　□行っている（具体的内容を下欄に記入）　■行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

685事 務 事 業 名 名誉市民事業

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　■条例　■規則・規程・要綱　□なし　）

小金井市名誉市民条例、小金井市名誉市民条例施行規則

担 当 部 企画財政部 担 当 課 広報秘書課 担 当 課 長

実 施 形 態 ■全部直営　　□一部委託（□公共的団体　□民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　□目標がある（具体的内容を下欄に記入）　■目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

なし なし

レベル1（柱） レベル2（施策）

なし

　広く社会文化の進展に功績のあった者に対して、その功績をたたえ、もって、市の社会文化の興隆に資
する

　市民又は市に縁故の深い者で、公共の福祉を増進し、学術、技芸その他広く社会文化の興隆に寄与
し、その功績が特に顕著で、市民が尊敬するに値する方

　市長の諮問に基づき、名誉市民選定委員会において協議を図り答申をし、その後、市議会の同意を得
て、選定する。

なし

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

目標設定がないため。

（

（
　平成20年度において初めて名誉市民を決定した際においては、条例・規則に基づき、市民参加による名誉
市民選定委員会を開催し、その後、議会の同意を得ており、一定のプロセスを経て決定されている。現時点
においては、特段見直しを行う必要がない。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　□達成できた（具体的内容を下欄に記入）　■達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

広報等とも連携を図りながら、市民又は市民に縁故の深い方の活躍等について情報収集に努め
た。

）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

名称

説明

名称

説明

名称

説明

目標値

0再任用職員人件費 0

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

　本事業は、成果を上げることを目的とする事業ではなく、また、いつ名誉市民が誕生するかはその時の状況などによって非常
に予測し難いものであるが、名誉市民の誕生はその功績をたたえる事はもとより、市民の社会文化の興隆に対する意欲の向上
に寄与する事から、必要・有効であると考える。今後、名誉市民の誕生にあたり、市長の諮問が出次第、速やかに選定が図れ
るよう進めて行く。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

実績値指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

目標値 － － －

　名誉市民選定委員会から答申後、市議会の同意を得
て選定する。人数に制限なし。

実績値 0 0

－ － －

　市長の諮問に基づき、名誉市民選定委員会を開催
し、協議し答申をする。

実績値 0 0指
標
１

活
動
量

名誉市民選考委員会 回 目標値

成
果

名誉市民数 人

名称

説明

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度 平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

0 265,750

当初予算額 91,000 0 0

決算額 0 265,750

460,000 890,000 850,000

#DIV/0!0.00%

0

一般職員人件費 460,000 890,000 850,000

一般職員工数(人/年) 0.050 0.100 0.100

0

460,000 1,155,750 850,000

再任用職員工数(人/年) 0.000 0.000 0.000

嘱託職員人件費 0 0

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

#DIV/0! #DIV/0! #VALUE!

#DIV/0! #DIV/0!

市民１人当たりコスト　(C/人口) 4.132 10.336 7.504

0 0 0

純支出額　C(A-B) 460,000 1,155,750 850,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率



【事業概要】

（
日々進化する情報通信技術に対応していくには、ある程度のスキルが要求されるため、専任では
ない一般職員が今後、本業務にどう対処し管理していくかが課題となる。

（
コンテンツ内容の充実、クイックインデックス（シーン別コンテンツ）の導入、外国語対応等、市民
のニーズに対応できるような事業運営の見直しを都度行っている。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

安定したシステム稼働の継続とともに、より分かりやすいコンテンツ作成、より迅速なコンテンツ生
成が可能となった。

）

インターネットを利用した行政情報の迅速かつ積極的な提供により、行政のより一層の透明化を図る。

市民・業者・職員

市のさまざまな情報を、ホームページ作成ツールを用いてホームページを作成し、インターネット網を
活用し広く情報公開する。

情報公開と市民参加の拡充

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

平成２２年１０月１日に大きな問題もなくシステムリニューアルが完了した。

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

協働によるまちづくりの推進 情報通信技術の活用

レベル1（柱） レベル2（施策）

基本構想実現のために

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　□条例　■規則・規程・要綱　□なし　）

小金井市IT基本構想、前期IT基本計画、小金井市ホームページ管理運営要綱

担 当 部 企画財政部 担 当 課 情報システム課 担 当 課 長

実 施 形 態 □全部直営　　■一部委託（□公共的団体　■民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

526事 務 事 業 名 ホームページ作成・運用事業

共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

各課対応ホームページ管理システム（CMS）のリニューアルに向け、円滑に入替を行えるようにす
る。

）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　■行っている（具体的内容を下欄に記入）　□行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

種 別 ■ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　□内部管理　□その他

菅野　佳高

□環境関連　　□男女共同参画関連　　■情報化関連　□市民協働関連

）

見直し実績
（事業の改善、実施方
法の見直し等）

根 拠 法 令 等
■あり→
□なし

（

担当職員が知識・技術レベル向上に努めることはもとより、各課職員のITスキルの向上、啓発を
促す情報を提供・共有するなど、情報発信の取組に対する意識を全庁的に高めていく仕組みの
強化を検討する。

）

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率

純支出額　C(A-B) 9,664,020 10,770,457 7,228,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

市民１人当たりコスト　(C/人口) 86.812 96.320 63.809

2,964,000 2,508,000 2,964,000

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

3.065 2.885 1.807

#DIV/0! #DIV/0!

2,964,000 2,508,000 2,964,000

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

12,628,020 13,278,457 10,192,000

再任用職員工数(人/年) 0.900 0.920 0.900

嘱託職員人件費 0 0 0

一般職員人件費 5,520,000 5,340,000 2,550,000

一般職員工数(人/年) 0.600 0.600 0.300

3,312,000

決算額 4,408,020 4,626,457

8,220,000 8,652,000 5,700,000

96.75%99.46%

平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

4,408,020 4,626,457

当初予算額 4,432,000 4,782,000 4,492,000

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度

指
標
１

活
動
量

掲載中の主なコンテンツ 件 目標値

成
果

ホームページ年度内アクセス数推移
アクセ
ス

名称

説明

1,200 1,450 1,700

市民サービスの充実のために、より多く、かつ、効果的
に掲載量を増やす。

実績値 1,244 1,498

目標値 3,000,000 3,250,000 4,000,000

アクセス数の向上を図ることを目標に取り組む 実績値 3,152,674 3,733,650

実績値指
標
２

活
動
量

目標値

成
果

活動量 　■拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　□拡大　　　■現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

再任用職員人件費 2,700,000

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

本事業は市の施策としてホームページを開設し、情報公開と市民参加の拡充に努めることを目的としている。
情報の対象を広げ、万人に分かりやすい情報提供の仕方、ページの構成等を工夫することを常に求められるため、
今後とも技術進展や、市民の需要を見極め、費用対効果の観点から効率的な財政執行を行うべきと考えられる。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

名称

説明

目標値

3,150,000

名称

説明

名称

説明



【事業概要】

（
・平成２４年度に住基法一部改正による改修、コンビニ収納開始及び機器入替が予定されてお
り、作業量に大幅な増加が見込まれる。

（
・各課、各業務毎に別々のシステム及びベンダーであったものを統合して、
　システムのスリム化及び業務の効率化・正確化を図った。

）

平成22年度の本事務事業の目標は達成できたか。
　■達成できた（具体的内容を下欄に記入）　□達成できなかった（できなかった理由を下欄に記入）

・基幹システムの安定運用 ）

・中央電算組織により業務処理を行うことによる事務の正確性の向上
・大量処理を一括に行うことによる効率性の向上

・中央電子計算組織により業務処理を行う課
・中央電子計算組織による業務処理を要する事務事業

・電子計算処理の効率的利用推進
・住民記録システム等の基幹業務システムの管理・運用

効率的・効果的な行政運営

活動実績
（事業の結果等）

手段・方法
（内容、やり方等）

対象
（誰・何を対象に）

（

・基幹システムの保守・管理・運用・修正　・コンビニ交付導入支援

【総合計画における位置づけ】

（

平成22年度の本事務事業の目標は何か。
　■目標がある（具体的内容を下欄に記入）　□目標がない（ない理由を下欄に記入）

目的
（何のために）

レベル4（施策）

事務事業の効果的・効率推進 情報通信技術の導入

レベル1（柱） レベル2（施策）

基本構想実現のために

実 施 義 務
□義務事業　（　法律で実施が義務づけられている　）
■任意事業　（　□法律　□条例　■規則・規程・要綱　□なし　）

小金井市電子計算組織の管理運営に関する規則

担 当 部 企画財政部 担 当 課 情報システム課 担 当 課 長

実 施 形 態 □全部直営　　■一部委託（□公共的団体　■民間）　　□全部委託（□公共的団体　□民間）

平成２３年度事務事業評価シート①　（評価対象：平成２２年度事業）

事 務 事 業 №

【基本情報】

536事 務 事 業 名 各課支援電算事業

共 通 課 題

本事務事業に課題・問題点はあるか。
　■ある（具体的内容を下欄に記入）　□ない

・基幹システムの保守・管理・運用・修正 ）

（

平成22年度の事業の結果等（具体的内容を下欄に記入）

（

レベル3（施策）

）

事業開始から現在までに実施方法の見直し等を行っているか。
　■行っている（具体的内容を下欄に記入）　□行っていない（行っていない理由を下欄に記入）

種 別 ■ソフト　□窓口ソフト　□施設の管理・運営　□補助・助成　□ハード　■内部管理　□その他

菅野　佳高

□環境関連　　□男女共同参画関連　　■情報化関連　□市民協働関連

）

見直し実績
（事業の改善、実施方

法の見直し等）

根 拠 法 令 等
■あり→
□なし

（

・庁内関連課及び外部委託業者との連携をより密にして、改修にかかる不具合や不整合、
期間の遅れなどを生じさせないようにする。

）

）

課題・問題点に対して見直しを行う必要があるか。
　■ある
　　→課題・問題点を見直す具体的手法は何か。（選択し具体的内容を下欄に記入、複数選択可）
　　　　■庁内検討　□市民協働　□外部委託　□指定管理者　□その他
　□ない（行わない理由を下欄に記入）

【総コスト指標】 (単位：円)

事業費（決算額）　(①)

人件費合計　(②)

(単位：円)

【指標データ】

【第１次評価】（事業担当課による分析・自主評価）

歳出計　A(①+②)

使用料・手数料の合計　(④) 0 0 0

執行率

純支出額　C(A-B) 307,171,881 295,141,900 274,610,000

歳
入 その他の合計　(⑤)

歳入合計　B(③+④+⑤)

市民１人当たりコスト　(C/人口) 2,759.335 2,639.437 2,424.277

0 0 0

指標１当たりコスト　(C/成果実績値)

指標２当たりコスト　(C/成果実績値)

#DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

#DIV/0! #DIV/0!

0 0 0

#DIV/0!

国・都支出金の合計　(③) 0 0 0

307,171,881 295,141,900 274,610,000

再任用職員工数(人/年) 0.120 0.150 0.500

嘱託職員人件費 0 0 0

一般職員人件費 22,080,000 21,805,000 17,425,000

一般職員工数(人/年) 2.400 2.450 2.050

540,000

決算額 284,731,881 272,796,900

22,440,000 22,345,000 19,175,000

109.35%99.47%

平成22年度 平成23年度（計画）

歳
出

284,731,881 272,796,900

当初予算額 286,252,000 249,469,000 255,435,000

平成２３年度事務事業評価シート②　（評価対象：平成２２年度事業）

指標 単位 値 21年度 22年度 23年度

平成21年度

指
標
１

活
動
量

外部委託利用数 回 目標値

成
果

名称

説明

- - -

基幹業務の一部を情報システム課でまとめて委託して
いる業務の利用数

実績値 294 272

目標値

実績値

実績値 194 197指
標
２

活
動
量

基幹系端末設置台数 台 目標値

成
果

活動量 　■拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　■拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□廃止

実績値

再任用職員人件費 360,000

事業概要、予算概要、総コスト指標、指標データを踏まえた自主評価

・基幹系のシステムが統合されてから４年度目となり。現在、基幹系システムは比較的安定した運用期に入っている。法改正に
よる大規模なシステム改修や、新規事業によるシステム追加・改修、機器入替等の有無により、必要経費が大幅にぶれる傾向
があるが、統合前と比較すると費用減となっている。各課の業務としても基幹システムが統合されたことにより、各システム間の
連携が容易となっている。しかし、情報システム課に絡む各課でやりたい事業等を情報システム課への相談無く進められてしま
うことが出てきているので意識の徹底が必要と考える。また、平成２４年度には住基法一部改正による外国人の住民基本台帳
編入に対応するためのシステム改修やコンビニ収納の開始、機器入替等のイベントが予定されている。

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

- - -

基幹業務に使用しているＰＣの台数

名称

説明

目標値

1,750,000

名称

説明

名称

説明



【第２次評価】（他課の管理職者による評価）

【第３次評価】（庁内部長職者で構成する行政評価会議による評価）

平成２３年度事務事業評価シート③　（評価対象：平成２２年度事業）

１ 次 評 価 及 び ヒ ア リ ン グ を 踏 ま え た ２ 次 評 価

予　算 　□拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□廃止

　■拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化

予　算 　■拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□廃止

１ 次 評 価 及 び ２ 次 評 価 を 踏 ま え た ３ 次 評 価

"　平成２０年度から開始した当該事業は、各課各業務のシステムを統合し基幹システムを立ち上げ、システムのスリム化や業
務の効率化・正確化を図ることで、各課が行う業務の連携と総コストの軽減化が図ることを目的としている。縦割り行政と言われ
る中、ＯＡシステムという専門分野において、各課の業務を横断的に調整し、システム委託事業所との調整窓口を１本化する当
該事業は重要であり、今後とも推進されるべき事業と言える。
　しかしながら、関係各課でシステムに対する考え方や、操作する職員体制について差があり、またシステムの精度が上がれば
上がる程職員がシステムに頼り、基本的な業務の確認を見落とすなどの傾向が懸念されます。関係各課に対し、ＯＪＴの他に、
定期的に研修を行うなどの働きかけが必要と思われる。
　システムの稼動が安定期に入れば、活動量・予算ともに現状維持となるが、平成２４年度は住基法の改正等による影響により
活動量・予算とも拡大の方向となる。
"
 
 
 
 
 
 
 
 

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量

今後の方針　（活動量：平成24年度の活動量の方針）　（予　算：平成23年度と比較した平成24年度の予算の方針）

活動量 　□拡大　　　□現状　　　□縮小　　　□要改善　　　□廃止　　　□委託化　　　□協働化　　　□情報化


